様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024 年　3 月　14 日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）       えいち・つー・おー　りていりんぐ　 かぶしがいしゃ 
一般事業主の氏名又は名称            エイチ・ツー・オーリテイリング株式会社   
    （ふりがな）      あらき　なおや    
（法人の場合）代表者の氏名  　  荒木　直也 印   
住所　〒530-0017　大阪府大阪市北区角田町８番７号

法人番号　　　1120001059683　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画（2021-2023年度）


	公表日
	　　　　2021　年　7　月　28　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir/strategy/main/01/teaserItems1/00/linkList/00/link/0728.pdf
1～3ページ　
① 中期経営計画策定の背景
② グループビジョンの実現に向けて
③ 長期事業構想 2030）


	記載内容抜粋
	①・ 急速なデジタル化・オンライン化
・ 生活者やビジネスパートナーとダイレクトにつながるネットワーク型社会への移行
・ 都心立地の優位性揺らぐ
②グループビジョンである「「楽しい」「うれしい」「おいしい」の価値創造を通じ、お客様の心を豊かにする暮らしの元気パートナー ～地域社会と、子どもたちや地球の未来に貢献したい～」の実現と事業成長を目指します。
③グループの目指すビジネスモデルを新たに「コミュニケーションリテイラー」と設定し、デジタル技術とリアル店舗を融合したお客様とのダイレクトなコミュニケーションを重ねる


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公開文章である中期経営計画（2021-2023年度）にて公表。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画（2021-2023年度）


	公表日
	　　2021　年　7　月　28　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir/strategy/main/01/teaserItems1/00/linkList/00/link/0728.pdf
4ページ、5ページ　（5全社戦略）


	記載内容抜粋
	（1）新事業モデルへの挑戦
当社グループの強みである、これまで積み重ねてきたお客様や地域との強いつながり・信頼を活かしIT・デジタルと既存リアル店舗やサービスを融合・活用した、関西圏 1,000 万人の「グループアクティブ顧客」獲得に向けたサービス事業の開発に着手します。
（2）IT・デジタル化の推進
既にワークスタイル変革や業務の電子化を通じた生産性向上、OMO 施策など既存ビジネスのデジタル化による価値創造の取り組みを加速させている一方で、これまでIT に十分な投資ができていない状況のなか、３ヵ年で 260 億円を投資して、次のとおり DX に向けた新たな IT 基盤の構築と現システムのリスク・課題対応とを両輪で推進します。
（3）アライアンス
事業パートナー、決済、物流、スタートアップなどとのアライアンスを強化し、新たな価値提供モデルの構築を目指します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公開文章である中期経営計画（2021-2023年度）にて公表




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir/strategy/main/01/teaserItems1/00/linkList/00/link/0728.pdf
2 5ページ　（5. 全社戦略 　（2）IT・デジタル化の推進）
②10ページ　（8. グループ本社機能の強化・再構築　(1) IT・デジタル/人事/計画管理））


	記載内容抜粋
	①外部からの人材確保
社内デジタル人材の育成
「IT・デジタル経営委員会」を設置して、全体を統制しながら DX を推進
②外部専門技術者の登用・活用や社内人材育成を通じて、グループ全体の IT・デジタル化を強力に推進する体制を構築します。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir/strategy/main/01/teaserItems1/00/linkList/00/link/0728.pdf
1 11ページ、12ページ　（9.人事施策）
②12ページ　（10.投資計画）


	記載内容抜粋
	①生産性の高い組織づくりのために、要員ポートフォリオを策定
ジョブの再設計や業務の効率化・外注業務の内製化
業態転換や統合に伴う人員再配置
経営人材の育成や IT など専門人材の確保・活用

② ・IT/DX 投資
　OMO、グループ顧客データ基盤、ワーク環境構築 80 億円
　POS、MD システム、情報基盤刷新ほか 180 億円
・ 顧客サービス事業開発着手 10 億円





(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画（2021-2023年度）


	公表日
	　　　2021　　年　7　月　28　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir/strategy/main/01/teaserItems1/00/linkList/00/link/0728.pdf
①2ページ、3ページ　（3. 長期事業構想 2030）
2 4ページ　（5. 全社戦略(1) 新事業モデルへの挑戦）
3 6ページ　（6. 事業戦略(1) 百貨店事業の再建）


	記載内容抜粋
	①新事業の営業利益30億円
②関西圏 1,000 万人の「グループアクティブ顧客」獲得
③EC とリモオーダーによる売上250 億円（※2020年度　84億円）




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　2023年　　11月　　2日


	発信方法
	統合レポート2023　21～22ページ　トップインタビューhttps://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir/library/report/main/011/teaserItems2/00/linkList/0/link/231101_all_web.pdf

	発信内容
	既存の実店舗での対応だけでなく、デジタル対応を加速させることで、リアルとデジタルの両方でしっかりとお客さまとの関係性を構築していきたいと考えています。
百貨店と食品スーパーで既存の購買データを一元化することに加え、そこに「食」「健康」を切り口にした新たなオンラインサービスや、今後予定している百貨店でのアプリサービスの開発等により、お客さまの検索情報や行動情報等も加味していくことで、詳細な顧客ニーズがデータから浮かび上がってきます。これらの情報をベースに、個々のお客さまのライフタイムバリューを高めるソリューションを提案していくのが当社の目指す姿です。そして、将来的には、データ活用に基づくマーケティングをB2Bビジネスにもつなげていきたいと考えています




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　4月頃　～　　　現在


	実施内容
	当社が目指すコミュニケーションリテーラーへの変革に向けて中期経営計画を策定。
上記策定の過程で新たなIT基盤の必要性、IT分野への投資の拡充、デジタル技術を活用した働き方改革、ITインフラの脆弱性などの課題を把握。

2024年、中期経営計画の着地に向かってIT分野の当初課題の帰結を確認、新たに把握した課題を次期中期経営計画を策定中。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2021年　　4月頃　～　　　現在


	実施内容
	①体制の強化
グループ全体のセキュリティ対策をするための体制を強化した。
②管理規定・管理基準・ガイドラインの整備
管理規定や管理基準の見直しや、社内の周知徹底のために具体的な実施要領に落とし込んだガイドラインの策定をした。
③取組内容
内部監査規定に則り、当社監査部門による内部監査を実施致している。また、策定された管理規定・管理基準・ガイドラインを基に、ID/PWポリシーの再定義やWEBサイトの脆弱性診断といったセキュリティ対策の実施をして
また2023年度に新たにIT以外の部門を含めてセキュリティ研修(動画研修)を実施



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

